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特集 我が国の化学工学教育の今と未来－化学工学の発展を願って－

　化学工学とは，「化学プロセスを設定し，原料から製品にいたる物質とエネルギーの流れの収支関係
を明らかにし，各種の装置を設計し，製品を安全かつ経済的に生産するための学問」と定義されている。
一方，近年の化学工学の分野は，従来の単位操作に関連する分野から，バイオテクノロジー，材料創製
（ナノテクノロジー，MEMS分野を含む），環境関連などの広範囲な応用にまで拡がり，狭義の化学工
学という概念でまとめることが難しくなっている。これを反映して，大学や工業高等専門学校（高専）で
は化学工学教育は減少・衰退しており，実際に「化学工学科」もしくは「化学システム工学科」といった化
学工学を専門に教育する学科はかなり少なくなっている。また，化学工学科を名乗っていても，実際に
は単位操作学はほとんどおこなわれておらず，先端材料工学に特化したような学科も多くなっている。
米国では，化学工学科出身者は給料が高く，他の学科に比べてもレベルが高い学生が多いことが知られ
ている。ただし，米国の化学工学科での教育対象でも，現在では単位操作が重視されず，数値計算，材
料，バイオテクノロジー，ナノテクノロジー関連のテーマしか教育されていない現状である。しかし，
これは産業界のニーズとマッチしておらず大きな問題となっているようである。この傾向は，我が国で
も同様であると思われ，大学や工業高等専門学校などの高等教育機関における化学工学教育と産業界の
ニーズの乖離が明確になっているきらいがある（これらの問題については本号の記事を参照して欲しい）。
　近年では，地球環境問題を解決するために，産官学が一体になって持続可能な社会を創造していくこ
とが求められている。持続可能な社会を創造し，研究成果を真に社会に役立てる（実用化する）ことがで
きる化学技術者の育成を目指すならば，特定の分野・技術に特化した要素研究に関する教育も重要であ
るが，それだけではなく化学工学の伝統的な分野である化学工学量論，移動現象論，単位操作，プロセ
ス工学などを種々の分野で駆使できる化学技術者育成が必要ではないかと考える。化学工学を駆使して
いる今の技術者は，従来の化学工学の基本原理や要素を学んできたおかげで自分は有している知識・経
験・考え方などを，次世代を担う者が持っていないことがあることに気づいていない場合が多い。今の
うちに化学工学教育の「ミッシングリンク」を認識し再構築する必要があるという警鐘を鳴らすことが必
要である。本問題は本学会の将来（存在意義）にもかかわる重要な問題であろう。
　本特集は，現在の我が国の化学工学教育の現状と問題点，特に産業界との乖離を明らかにすることで，
現在の化学工学教育を把握し，化学工学教育のミッシングリンクが認識できることを意図している。化
学工学が今後も持続的に発展していけるような一助，あるいは化学工学を教育する方へ一石を投じるも
のになるような場の提供，つまり今後の化学工学に必要な教育は何かを読者が考えることが可能になる
特集を企画した。
　本特集では，まず我が国の化学工学教育の現状を把握するために，大学・高等専門学校における化学
工学教育の現状（全体的な概観とカリキュラム），企業における教育事例（エンジニアリング業界，総合
化学業界，家庭用品業界，石油業界），および本学会における化学工学教育への取り組みについて概説
する。さらに，海外の化学工学教育について把握するために，米国とアジアにおける化学工学教育の現
状について紹介する。また，化学工学教育に対する産業界からの意見・要望を把握するために，本学会
に所属する企業の技術者を対象に実施した企業における化学工学関連の学問領域の重要度とその背景に
関するアンケート結果を示す。これらに加えて，大学・高専の先生と産業界の方の化学工学教育に関す
る座談会を実施し，現場の生の意見の抽出と議論を交わした。以上の記事により，読者の皆様は我が国
の化学工学教育の現状と問題点が理解できると考える。最後に，化学工学を学びたい方への手引きとし
て，化学工学が勉強できる参考書や学習ツール，有用な資格，および本学会関連の基礎講習会や窓口を
紹介しているので，是非とも参考にしていただきたい。
　本特集が，読者の皆様が化学工学という学問や化学工学教育について考える機会になり，ひいては我
が国の化学工学の持続的発展に少しでも寄与できることを期待している。新春のこの機会に，「化学工
学」という学問について是非とも考えていただきたい。 （編集担当：内田博久）†
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 1．はじめに 

　化学工学は実学であるから化学工学教育も技術の発展，

社会の要請に応じて変化してゆくのは当然である。しかし

同時に化学工学の化学工学たる中核部分（identity）は常に変

わらず保つ必要もある。化学工学教育はこの変わるもの，

変わらぬものを常に意識して見直されなくてはならない。

　本誌「化学工学」でも継続的に化学工学教育のあり方に関

する特集，小特集が組まれている。さかのぼると，「カリキュ

ラム」（69巻6号（2005）），「海外の化学工学教育」（67巻10号

（2003）），「コンピュータで広がる化学工学」（64巻5号（2000）），

「明日のケミカルエンジニア育成」（61巻1号（1997）），「これ

からの化学工学教育」（55巻3号（1991）），50巻13号（50周年記

念増刊号）（1986）などの特集があり，その当時の現状報告や

提言を見ることができる（現在はこれらの特集内容を化学工学会

電子図書館で直ぐ参照できる）。

　また，直近の創立75周年記念増刊号（2011）では「化学工

学教育の動向と今後の展望」が特集され，アンケート調査

をもとに化学工学科の変遷やカリキュラム例が紹介されて

いる。この教育関係特集の総括として都留氏（広島大，化学

工学会人材育成センター）が化学工学教育の動向と展望を寄 

稿 1, 2）されている。都留氏は今後の化学工学教育における

大学院教育と継続教育および資格制度の重要性を特に強調

されている。今後の化学工学教育のあり方はこの都留氏の

ご意見に集約されると思われるのだが，本特集にあたり本

稿では周辺の事項を含めて筆者が化学工学教育に思うとこ

ろを述べてみたい。
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 2．化学工学科の変遷 

　上記75周年記念増刊号では全国の大学，高専および工

業高校の化学工学科の現状についてアンケートをおこな

い，化学工学科の変遷を一覧表 3）にしている。その調査よ

り推計した，化学工学を専門とする大学卒業生数の1950

年～2010年の推移を図1に再掲する。

　化学工学系の学科は1957年には6大学にしかなかった。

1960年頃のいわゆる重厚長大産業（石油化学，鉄鋼，合成繊維）

の発展を背景に，それらプロセス産業を担う化学技術者を

養成するため，多くの大学に化学工学科が設立された。一

時は「化学工学科」が全国に27を数えた。これにより化学

工学を専門とする大学卒業生は増加し，1975年以降今日

まで，毎年1500名規模で輩出されている。この化学工学

を専門とする卒業生の規模は現在までほぼ同人数で維持さ

れているものの，近年は化学工学科という名称そのものは

学科の統合などで次々と消えている。とうとう最後となっ

た東京工業大学の化学工学科も，大学全体の改組のなかで

来年その名称が消え，遂に我が国の大学における「化学工

学科」という名称は消滅する予定である。

　このような化学工学科の変遷のため，専攻する学生の化

学工学の履修形態も大きく変わっている。従来の独立の化

学工学系学科（1年生から所属）は化学工学専門科目をフル

卒業生数／年

図1　化学工学を専攻した大学卒業者数推計
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セット（およそ30科目）履修するが，化学工学コースでは2，

3年次から専門課程となるので，化学工学科目は20科目程

度となる。私立大学で多い研究室型は，大くくりの応用化

学系の学生が，4年生の卒業研究以降，化学工学系の教官

の研究室に所属したことで化学工学専門とみなすものであ

る。この場合は化学工学科目の履修は10科目以下となる。

　図のように，以前は独立の化学工学系学科が普通であっ

たが，現在はコース型および研究室型が過半となってい

る。独立の化学工学系学科では化学工学の専門科目を1年

次から余裕をもって教育することができた。これに対し

て，現在は過半の大学で，化学工学専門科目を深く教える

余裕がなくなっている現状である。特に研究室型では，化

学工学専門課程の1/3程度しか化学工学関係科目を履修し

ておらず，おそらく自分の専門が化学工学であるとも明確

には意識していない。化学工学を専攻した学生といっても

現在は過半はこのような中途半端ともいえる化学工学科目

の履修状態である。

 3．化学工学専門カリキュラムの変遷 

　具体的に化学工学教育の内容をなす専門科目群の変遷を

みてみる（図2）。なお化学工学は「輸入」されたものである

から，当初からその教育科目や教育内容は世界共通である
（昨今の言葉を使えば，はじめから「グローバル」である）。

　図2の左列が元会長斉藤正三郎氏による化学工学標準講

義（1984）4）である。この講義項目が化学工学のオリジナル

な構成と言える。流体，熱，単位操作，反応工学，プロセ

ス設計・制御などは化学工学の中核科目である。一方，機

器材料や工場設計もあり，全体としてはまさに「化学機械」

といえる構成である。

　その後の化学工学科の拡大期に，当時の化学工学協会が

50周年記念号（1986）に「化学工学の将来展望」と題する提案

書を掲載している 5）。そこで提言されている化学工学のカ

リキュラム大系が図2の中列の項目である。この頃は移動

現象論が化学工学の基礎として位置づけられており，流体・

伝熱工学には移動現象論が含まれる。これに分離工学，反

応工学，プロセスシステム工学が大系の中核である。古典

的なカリキュラム（左列）と比較すると，この段階で装置材

料，高圧真空技術や工場設計などいわば「現場」の技術が外

れ，それに代わり物性値や粉体工学が入っている。これに

より工学部伝統の「製図」が役割を終える。設計製図がなく

なるのは大学教官に実務経験が不足で，教育できないとい

う要因も影響している（CADを導入するという方向性も考えられ

たが，結局製図科目そのものが消滅した）。

　現在の化学工学カリキュラムはどの大学の化学工学課程

もこの大系を基礎にしていると考えられる。これに加える

分野として環境工学，生物化学工学，原子力化学工学，安

全工学，エネルギー，化工数学，高分子工学など，その学

科の得意な科目を加えることで，特色を出している。その

ためこの提言以来30年近くを経た今日では，中核科目以

外の科目設定は大学により多様になっているのが現状であ

る。言い換えれば，化学工学専門科目として全体になにが

必須なのかについて統一されていない状況とも言える。

　そこで本特集でも別稿で特に取り上げているCEP誌
（AIChE）（April（2014））掲載の最新の提言 6）をみる（図2の右列）。

これは企業側（Dow Chemicals）での調査で示された「企業側か

ら求める化学工学6分野」として提言されたものである。

やはり，移動現象論を含む単位操作，反応工学，プロセス

の解析とモデリングの3分野が従来どおり化学工学の中核

と考えられている。加えて材料，バイオ，ナノテクの3分

野が必要な分野として加わっている。米国では化学工学専

攻の学生は技術者としてトップクラスの待遇を受けること

図2　化学工学教育の内容の変遷
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で有名であるが，それに対する企業側の期待がこの6分野

として明確に示されている。日本の今後の化学工学教育の

構成を考える際にもここで提言された6分野が参考になる

であろう。

　ここで中核3分野以外で挙げられた3分野のうち，「バイ

オ」は生物化学工学として，多くの大学で開講されており，

教科書も既に存在するので，日本の各大学のカリキュラム

に取り入れることは問題がないであろう。

　「材料」，「ナノテク」分野は化学工学会年会などの学会の

研究発表ではかなりのセッションを占めている分野であ

る。しかし教育となるとその教育内容の開発，集約が今後

の課題となろう。化学工学技術者が身につけるべき材料と

ナノテクに関する基礎事項とはなにか，どう学ぶべきかを

統一することは化学工学会として取り組む必要がある。関

係の部会関係者の今後の努力に期待したい。

　また，中核をなす単位操作，反応工学，プロセス解析の

3分野についても，その教育内容・方法に改善の必要性が

差し迫っていると筆者は考えている。その背景は最近のパ

ソコン上の化学プロセスシミュレータにおける高度化と使

いやすさの進歩にある。これは10年以上前はプロセスの

物質収支計算も逐次代入のような初歩的で収束性も悪いも

のであった。それが今日では，最新の物性値計算法を取り

込んだ上で，プロセスの熱・物質収支計算が確実に収束す

るよう大きく進歩している。さらに特別な機能ではある

が，モデル的には偏微分方程式解法の問題となる，固定層

吸着の破過曲線の計算まで可能となっている。

　このような化学プロセスシミュレータの進歩はユーザー

にとっては便利であり，有用なのだが，一方で誰でも中身

を知らずに使えるということは化学工学技術者の専門性の

危機でもある。この道具がブラックボックス的に進歩して

いるのに任せるのではなく，使う者がそれに追いつくため

の教育が必要である。それは最新の物性値推算法の教育

と，プロセス計算の計算力を大幅に向上させる教育である。

　しかし，一方で前節のように化学工学専門の科目数は縮

小しているので，教育内容の精選もおこなう必要がある。

例えば蒸留操作における塔径の計算など装置設計の細部に

わたる項目は省略し，モデル化に焦点を絞る。その上でモ

デル式の解法は計算機に任せる。このような方針で化学工

学教育を精選することができるのではないか。

　以上のような教育の高度化と内容の精選の相反する要求

に応えるものとして，筆者はパソコン支援それもExcel表

計算の使用を前提とした教育に取り組んでいる（図3）。こ

れについては筆者による本誌の連載を参照していただきた

い。

 4．化学工学教育の継続的議論の場 

　長年にわたり化学工学教育の定期的な情報交換の場，議

論の場として大きな役割を果たしてきたのが「全国大学工

業化学・化学工学合同研究集会」である。毎年全国の国立

大学持ち回りで開催され，全国の応用化学，高分子，化学

工学系の学科から100名規模の参加者があった。化学工学

系の教員にも参加経験のある方が多いと思う。

　この合同研究集会は1963年より文部省大学学術局が主

催で開催されてきた。藤田先生 7）によると，もともとこの

集会は工業化学系の専門教育に化学工学の講義や実験をど

のように取り入れるかの情報交換に目的があったとのこと

である。その後は化学工学専門課程でのカリキュラムの標

準化，新設の化学工学科のカリキュラム作成に大いに貢献

した集会であった。

　集会では化学教育，化学工学教育への提言に関する企業

側を含む多数の講演がなされる。各回の報告書（講演記録集）

も大部のものであり，貴重な資料である。化学工学誌には

1996年（34回）までは毎回その報告が掲載されてきた。

　しかし2005年に集会から化学工学の名称が外れ，文科

省の主催もはずれ，開催の意義が失われてきた。そこで，

本年度の26年度集会（北見工業大学）で研究集会の終了が決

議された。本集会はちょうど50年目でその役割を終えた

ところである。

　この集会が終了したのを期に，これに代わり定期的に化

学工学教育を議論する場の必要性がでてきた。年会などの

場で化学工学教育を議論する恒常的なセッションを設置す

ることをここで提言し，結びとする。
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図3　化学工学教育への情報機器活用（Excel演習）
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